
明
治
二
十
五
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三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）
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目

次

平成年月日 火曜日 第号官 報

〔
内
閣
官
房
令
・
省
令
〕

〇
矯
正
医
官
の
兼
業
及
び
勤
務
時
間
の
特
例

等
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
矯
正
医
官
の
兼
業
等
に
関
す
る
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

（
内
閣
官
房
・
法
務
一
）

〔
省

令
〕

〇
無
線
局
免
許
手
続
規
則
及
び
電
波
法
施
行

規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
総
務
二
二
）

〇
戸
籍
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
法
務
九
）

〇
国
税
収
納
金
整
理
資
金
事
務
取
扱
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
財
務
一
一
）

〇
電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
経
済
産
業
二
四
）

〇
行
政
機
関
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関

す
る
法
律
施
行
令
第
十
三
条
第
三
項
第
一

号
に
掲
げ
る
行
政
機
関
等
が
保
有
す
る
行

政
文
書
に
係
る
開
示
請
求
等
の
手
続
に
関

す
る
省
令
及
び
行
政
機
関
の
保
有
す
る
個

人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第

十
八
条
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
行
政
機

関
等
が
保
有
す
る
保
有
個
人
情
報
に
係
る

開
示
請
求
の
手
続
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
同
二
五
）

〇
核
燃
料
物
質
等
の
事
業
所
外
運
搬
に
係
る

危
険
時
に
お
け
る
措
置
に
関
す
る
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令（
国
土
交
通
一
八
）

〔
告

示
〕

〇
社
債
等
登
録
法
施
行
令
第
一
条
第
一
項
の

会
社
並
び
に
社
債
等
登
録
法
施
行
規
則
第

十
二
条
第
一
項
の
登
録
機
関
及
び
そ
の
支

店
の
指
定
に
関
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
金
融
庁
・
法
務
二
）

〇
競
馬
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
市
区
を
指
定

す
る
件
（
総
務
七
四
）

〇
自
転
車
競
走
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
市
を

指
定
す
る
件
（
同
七
五
）

〇
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
市
町
を
指
定
す
る
件
（
同
七
六
）

〇
自
転
車
競
走
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
市
の

指
定
を
取
り
消
す
件
（
同
七
七
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件

（
政
治
資
金
適
正
化
委
一
三
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た

者
を
公
告
す
る
件
（
同
一
四
）

国
家
試
験

労
働
安
全
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
試
験
及
び
労
働

衛
生
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
試
験
の
合
格
者

（
厚
生
労
働
省
）

平
成
二
十
八
年
浄
化
槽
設
備
士
試
験
の
施
行

に
つ
い
て
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
金
融
商
品
取
引
業
者
営
業
保
証
金

取
戻
し
、
割
賦
販
売
法
に
基
づ
く
同
法
第

三
十
五
条
の
三
の
六
十
一
の
許
可
を
受
け

た
者
の
営
業
廃
止
、
割
賦
販
売
法
及
び
割

賦
販
売
法
施
行
令
に
基
づ
く
債
権
の
申

出
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
証
票
を
亡
失
し
た
旨

の
書
面
の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
、
そ
の
旨

を
公
告
す
る
件
（
同
一
五
）

〇
不
正
取
得
さ
れ
た
無
効
旅
券
の
告
示

（
外
務
七
八
）

〇
派
遣
元
事
業
主
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す

る
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
厚
生
労
働
七
七
）

〇
派
遣
先
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
七
八
）

〇
電
気
事
業
法
施
行
規
則
第
五
十
二
条
の
二

第
一
号
ロ
の
要
件
、
第
一
号
ハ
及
び
第
二

号
ロ
の
機
械
器
具
並
び
に
第
一
号
ニ
及
び

第
二
号
ハ
の
算
定
方
法
等
並
び
に
第
五
十

三
条
第
二
項
第
五
号
の
頻
度
に
関
す
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
経
済
産
業
五
八
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
六
四
〜
六
六
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
等
を
実
施
す
る

件
（
同
六
七
〜
七
一
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す

る
公
示

（
北
海
道
運
輸
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
北
陸

信
越
同
二
）
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